
 

令和６年度第６回埼玉県最低賃金専門部会 

日時：令和６年８月５日（月） 午前９：３０～ 

場所：埼玉労働局 15 階会議室 

議題 資料 

 

１ 埼玉県最低賃金の改正について 

 

２ その他 

 

 

  

資料１ 埼玉県最低賃金と生活保護との比較について 

  

  

使用者代表委員提出資料 賃金引上げに関する各種支援等に関する国への要望 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



 

 

 

 

埼玉県最低賃金と生活保護との比較について 

１ 地域別最低賃金 

(1) 件   名   埼玉県最低賃金 

(2) 最低賃金額  時間額 987円 

(3) 発 効 日  令和４年10月１日 

２ 生活保護水準 

(1) 比較対象者 

18～19歳・単身世帯者 

(2) 対象年度 

   令和４年度 

(3) 生活保護水準（令和４年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の埼玉県内の人口加重

平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（111,507円）。 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の(2)に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（3）に掲げる金額

とを比較すると埼玉県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

（註）１箇月換算額 

   987円（埼玉県最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数） 

×0.807（可処分所得の総所得に対する比率）＝138,433円 

 

 



 

賃金引上げに関する各種支援等に関する国への要望 

 

  

  埼玉地方最低賃金審議会使用者代表委員は、下記の事項について確実にかつ

速やかに実施することを国に対し要望する。 

 

記 

 

１ 事業場内で最も低い時間給を一定以上引き上げ、生産性向上に取り組んだ

場合に支給される業務改善助成金について、最低賃金引上げの影響を強く受

ける中小企業・小規模事業者がしっかりと活用できるよう、申請状況の実態把

握による事業効果の検証と、検証から得られた内容の充実を図ること。また、

埼玉労働局における令和５年度業務改善助成金を活用した事業場へのアンケ

ート結果「申請を検討する以前から業務助成金の制度があることを 56％の事

業所が知らなかった」を踏まえ、更に幅広い業種で利用がなされるよう周知等

の徹底を要望する。 

 

２ 中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図るとともに、官公需

における対応や、最終消費者の理解を得るための方策も含めた効果的な価格

転嫁対策を徹底するとともに、金利の上昇局面における事業環境の変化や国

民生活への影響を注視し、賃上げの原資の確保につなげる取組を継続的に実

施するよう政府に対し強く要望する。 

 

３ いわゆる「年収の壁」による就業調整は、労働者自身の収入が増加しないだ

けでなく、企業の人手不足にもつながるものである。 

そのような中、非正規労働者が多い一部の業種において、社会保険料を自費

で負担する者としない者の間に不公平が生じるとの理由で「年収の壁・支援強

化パッケージ」を活用しないケースがあり、就業調整が一向に改善しない状況

が生じている。故に、「年収の壁・支援強化パッケージ」については速やかな

仕組み見直しが必要である。また、今後の最低賃金引上げの審議に際しては、

いわゆる「年収の壁」を意識せず働くことができる制度への根本的な見直しが

必要不可欠であり、厚生労働省のみならず、政府を挙げて取り組むことを求め

る。 

以上 


